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手引きの作成にあたって
保護者は、その保護する子女に９年間の普通教育を受けさせる義務を負っています。
この義務教育は、もれなく円滑に実施されなければならないため無償とされ、市町村には小・中学校の設置義務が課されているほか、経済的理由によって就学が困難と認められる場合は、その保護者に対し必要な援助を与えなければならないとされています。
倉敷市においても、従来から倉敷市立小・中学校に在籍し経済的に困っていると認められる児童生徒の保護者に対し、学用品費等の必要な援助を行う就学援助制度を設けておりましたが、平成17年度から、援助の範囲を倉敷市立以外の小・中学校に広げております。
つきましては、各校にご協力いただくため「手引き」と「様式集」の２つを作成しました。今後とも、事務の合理化、効率化のため貴重なご意見をいただくとともに、就学援助制度の適正な運用を行うためご協力くださいますようお願い申し上げます。
令和６年６月
倉敷市教育委員会　学事課　　　　
課長　倉本英明　　　　
　

倉敷市　就学援助事務の流れ
	
	倉敷市教育委員会
	学校
	保護者

	２月
	就学援助のお知らせ送付
	
	

	４月
	
	就学援助のお知らせ配布

申請書受付・提出
申請者名簿作成・提出
	申請書記入・提出
（初回4月25日〆切）


	５月
	
	
	

	６月
	
	
	

	７月
	初回審査結果通知
	審査結果通知
	

	８月
	１期分支給
	
	

	９月
	
	
	

	10月
	
	
	

	11月
	新入学学用品費の入学前支給　受付
	
	

	12月
	２期分支給
	
	

	１月
	
	
	

	２月
	新入学学用品費の入学前支給
	
	

	３月
	３期分支給
	
	

	随時
	

認定審査
審査結果通知
	
申請書受付・提出
申請者名簿作成・提出
審査結果通知
校外活動費・修学旅行費実績報告
異動届等各種届出
	申請書記入・提出
（毎月15日〆切）
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Ⅰ　就学援助対象者
　１　対象の範囲
(1)　小学校もしくは中学校（中等教育学校前期課程を含む。）に在学し、倉敷市に居住する児童もしくは生徒の保護者
(2)　倉敷市教育委員会により倉敷市が設置する学校への就学を許可された倉敷市域外に居住する児童若しくは生徒の保護者
※　他の市区町村で同種の援助を受けている者又は援助を受けることができる者は除くものとする。
　２　認定の基準
就学援助の対象となる者は、生活保護法第6条第2項に規定する要保護者及び要保護に準ずる程度に困窮していると市町村教育委員会が認める者（準要保護児童生徒）とされています。
援助対象者の認定については、昭和39年の文部省通知においてその要領が示されていますが、その要点は次のとおりです。
	　児童または生徒の保護者が、現に生活保護は受けていないが生活保護法第６条第２項に規定する要保護の状態にある場合や、要保護に準ずる程度に困窮していると認められる場合は、その児童生徒を「準要保護児童生徒」として認定すること。
　その対象となるのは、次のような場合
　(1)前年度または当該年度において、次のいずれかの措置を受けた者
・生活保護が停止または廃止
・市民税所得割の非課税か、減免
・個人事業税の減免
・固定資産税の減免
・国民年金の掛金の減免
・国民健康保険の保険料の減免
・児童扶養手当の支給
・生活福祉資金の貸付
　(2)(1)以外の者で、次のいずれかに該当する者
・保護者が失業中か職業が不安定で、生活状態が悪いと認められる者
・経済的事情により学校納付金の納付状況が悪い者
・被服等が悪い者または学用品・通学用品等に不自由している者等で保護者の生活状況がきわめて悪いと認められる者
・経済的な理由による欠席日数が多い者


文部科学省は、上記のような認定の要件を示す一方で、対象者の認定については個々の世帯の状況を把握し教育的見地によって認否の判断をするよう指導しています。
認定に当たっては、経済的理由により真に就学が困難な者という状況が重要な要素となり、ただ単に集金が集まりにくいとか母子家庭であるというだけの理由では認定できません。
なお、市町村教育委員会は、学校長または民生委員等が就学援助を必要とすると認める者について、教育的立場からの学校長の意見に基づき「要保護及び準要保護児童生徒に係る世帯票」（倉敷市では保護者からの申請書が兼ねています）を作成し、認定審査を開始することになっています。
Ⅱ　就学援助の内容
　１　支給対象と経費の範囲
　　援助給付額は、毎年度予算の国庫補助予算単価に基づき教育委員会が見直しをします。
（令和６年度就学援助の内容）
	費目
	対象者
	援助内容
	金額
	支給時期
	備考


	
	
	
	小学校
	中学校
	
	

	学用品費
	全学年
	※定額を支給
児童生徒の所持に係る物品で、通常必要とする学用品（実験、実習材料も含む）
	(1年)
13,230円まで
(2～6年)
15,500円まで
	(1年)
25,040円まで
(2～3年)
27,310円まで
	8月
12月
3月
	(年度途中の申請)
毎月15日までの受付分について、当月分を支給
(認定取消)
取消日が毎月16日以降であれば、当月分を支給

	通学用品費
	2年生
以上
	※学用品費に含めて定額を支給
児童生徒が通常必要とする通学用品（通学用靴、雨靴、雨がさ、上履き、帽子等）
	
	
	
	

	泊を伴わない
校外活動費
	全学年
	※学用品費に含めて定額を支給
学校行事として実施される校外活動のうち泊を伴わないものに参加するため直接必要な経費のうち、交通費及び見学料

	
	
	
	

	泊を伴う
校外活動費
	全学年
	学校行事として実施される校外活動のうち泊を伴うものに参加するため直接必要な経費のうち、交通費及び見学料の実費
	3,690円まで
	6,210円まで
	12月
または
3月
	学年を通じて年1回のみが対象

	新入学
児童生徒
学用品費等
	新1年生
	入学するに当たって通常必要とする学用品及び通学用品（ランドセル、カバン、通学用服・靴、雨靴、雨がさ、上履き、帽子等）
	57,060円
	63,000円
	8月
	4月認定者のみが対象
年度途中での申請には支給しない
入学前支給との重複の支給はしない

	修学旅行費
	全学年
	修学旅行に参加するため直接必要な経費
（交通費、宿泊費、見学料及びその他の経費）
	34,035円まで
	91,365円まで
	実績報告の
1～2ヶ月後
	小・中学校を通じてそれぞれ1回のみが対象


　２　支給方法
援助費は、教育委員会が保護者指定口座に振り込むことにより支給します。
Ⅲ　学校における就学援助事務（申請～受付）
　１　「就学援助についてのお知らせ」の配付
　　　学校長は、年度開始の日または入学式の日に、教育委員会が作成した「お知らせ」を倉敷市居住の全児童生徒に配布してください。
　２　申請書の配布
就学援助を受けようとする保護者に対しては、申請書記載の次の重要事項をよく読んで記入するよう指導し、申請書を配布してください。
	・「経済的理由によって真に就学が困難な児童生徒への援助」という制度の趣旨
・個人情報保護の観点から、認定審査に必要な調査（住民登録情報、住民税課税状況、児童扶養手当受給状況）に関し、世帯全員の同意を要すること
・認定を受けた場合、学校長を申請者の代理人とし、援助費の請求・受領に関する全ての権限を委任すること
・所得申告がされていないと、認定できないこと（給与所得のみで、勤務先の会社から市区町村に給与報告書が提出されている場合を除く）


　３　申請書の受付
(1)　保護者から申請書を提出された場合は、学校日付印を押し受付してください。
(2)　保護者から聴取した内容で、特に必要と思われる事項があれば記入してください。
(3)　申請の内容について、特に次の点に漏れがないことを確認してください。
　　　(ｱ)申請書について
・申請年月日が記入されているか
・児童生徒・保護者氏名に誤りがないか
・住所に誤りがないか
・世帯欄に記入もれがないか
・申請理由の記入もれがないか
　　　(ｲ)申請理由によって添付が必要な書類
	申請理由
	添付が必要な書類

	教育扶助以外の扶助を受けている。
	

	生活保護が、廃止または停止
	

	市民税の減免、または所得割非課税
	

	個人事業税の減免
	

	国民年金保険料の免除　※１
	国民年金保険料免除申請承認通知書(写)　※２

	国民健康保険料の減免　※３
	国民健康保険料減免決定通知書(写)　

	児童扶養手当の受給　※４
	

	生活福祉資金の貸付
	生活福祉資金貸付決定通知書(写)

	その他経済的な理由による就学困難
	※５　※６


※１　平成１８年７月から国民年金の免除が２段階から４段階へ拡大されましたが、就学援助認定対象は、全額・４分の３・半額免除までで、４分の１免除は対象外です。
※２　国民年金保険料免除申請承認通知書(写)については、ハガキ外側の宛名部分も必要です。通知書の再発行等の問い合わせは、倉敷東年金事務所　℡086-423-6150までお願いします。
※３　国民健康保険料減免期間の６月～３月の申請のみが対象です。
※４　児童扶養手当の受給対象は母子家庭等でしたが、平成２２年８月から父子家庭にも拡大されました。
※５　令和６年１月２日以降に倉敷市に転入した場合は、令和６年１月１日に住民登録のあった市区町村の発行する令和６年度（令和５年中所得分）所得・課税証明書が記入されている世帯全員分必要です。
※６　認定に当たり考慮が必要と思われるような特別な事情がある場合は、その内容を説明する申立書（様式集P.2）、及び内容を証明する書類が必要です。

Ⅳ　学校における就学援助事務（教育委員会への提出～認定結果の通知）
　１　教育委員会への提出
学校長は、受付した申請書のコピー（学校控）を取り、添付書類がある場合はそれとともに、教育委員会へ提出してください。
また、就学援助費給付申請者名簿（様式集P.1）を作成し教育委員会へ提出してください。
　２　認定結果の通知
学校長は、教育委員会から送付された認定結果通知により、審査結果を保護者に通知してください。
	※　教育委員会は、毎月15日頃までに提出された申請について、翌月初めに認定審査を行います。（年度最初の認定審査は、7月頃に行います。）
※　教育委員会は審査終了後、学校長及び保護者あての認定結果通知を作成し、学校長に送付します。
※　申請時期と援助開始時期との関係は次のとおりです。
4月25日までに受付した申請・・・・・　4月援助開始
以降毎月15日までに受付した申請・・・当月援助開始
以降毎月16日以降に受付した申請・・・翌月援助開始
※　原則として、1月15日でその年度の申請を締め切ります。
※　締切日が休日になるときは、その前日に締め切ります。


Ⅴ　学校における就学援助事務（校外活動、修学旅行等の実績報告）
　１　校外活動費（宿泊を伴うもの）
実施後、学校長は「泊を伴う校外活動経費　実績報告書」（様式集P.7）を作成し、教育委員会へ提出してください。
　２　修学旅行費
実施後、学校長は「修学旅行経費　実績報告書」（様式集P.6）を作成し、業者発行の精算書・領収書の写し等を添付して教育委員会へ提出してください。
　　＊修学旅行費は、令和６年度から事前支給を行っています。手続きについては、その都度、文書を送付しますので、それによって行ってください。
	※１～２のそれぞれについて、年度を通して全学年に実施の予定がないときは、学校長は実績報告書の作成を行わず、教育委員会へ「校外活動・修学旅行　未実施報告書」（様式集P.8）によって報告してください。


Ⅵ　学校における就学援助事務（異動等に伴う処理）
　１　異動届の提出
学校長は、準要保護児童生徒として認定された者が年度中途に転学、氏名変更、住所の異動をしたときには、異動届（様式集P.5）により教育委員会に報告してください。
特に、転居により倉敷市民でなくなった場合は援助対象外となりますので、必ずお知らせください。
	異動事由
	異動日

	他校への転学
	除籍日（認定取消の日）

	児童生徒の氏名変更
	変更の日

	住所の異動
	異動の日


　２　就学援助給付の辞退，再申請
保護者の婚姻などがあった場合は、辞退または再申請をさせてください。婚姻の場合，再申請の日付は婚姻日とします。
辞退の際は、保護者から辞退届（様式集P.4）を提出させ、コピー（学校控）を取った後、教育委員会へ送付してください。辞退の原因となる事由の発生した日の前日が、認定取消の日となります。
　３　振込口座の変更
保護者から振込口座変更の希望があったときは、振込口座変更申出書（様式集P.3）を提出させ、コピー（学校控）を取った後、教育委員会へ提出してください。
　４　異動に伴う世帯票の取扱い
上記１～２の場合や、住所・氏名の変更等異動があった場合は、その都度世帯票（申請書）の異動状況欄（教育委員会・学校記入欄）に記載しておいてください。
Ⅶ　事務処理上の留意事項
　１　関係書類の保存
就学援助に関し教育委員会へ提出した書類は、当該年度の次年度から起算して５年間保存をお願いします。
就学援助制度は一部国庫補助事業なので、会計検査院等の検査を受ける場合に速やかに対応できるよう、関係書類を整理保管しておいてください。
　２　個人情報の取扱い
　　(1)　申請児童生徒及び保護者に、劣等感を抱かせないよう十分配慮をお願いします。
　　(2)　個人情報の取扱いには特に慎重を期し、プライバシー保護を徹底してください。
認定審査









